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日本の公立図書館における経営形態：
2016 年以降の動向を中心に
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1. いま公立図書館の経営形態を考える意義
先行する研究文献レビュー（CA1589、CA1714、

CA1878 参照）以降、公立図書館の経営形態の議論に
新たな展開が生じてきている。図書館の理念や存在意
義に直接影響する教育委員会から首長部局への移管
や、拡張・多様化する異なる館種の融合などである。
これらは公立図書館にとって指定管理者制度による民
営化の流れに続く大きな変革となって、図書館員の専
門性にも影響を与えている。

本稿では、公立図書館の経営形態とそれに関連する
図書館員の専門性に注目し、2016 年 5 月以降の文献
を対象に、幅広くレビューする。主として、（1）図書
館政策と制度、（2）公立図書館の複合化と組織・サー
ビスの融合的な連携、（3）デジタルトランスフォーメー
ション（DX）の組織形態への影響（コロナ禍・コロ
ナ後）という論点を設けている。本稿は、筑波大学の
図書館・公共経営研究室（研究室代表、小泉公乃）に
よって執筆するものである。

2. 公立図書館における政策と制度
2.1 公立図書館における政策と制度の動向

公立図書館の経営形態に最も強く影響を与えるのは
国の政策や制度である。2019 年 6 月 7 日、「地域の自
主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため
の関係法律の整備に関する法律」（以下「第 9 次地方
分権一括法」）が公布・施行され、地方公共団体は条
例により、公立の社会教育施設の所管を教育委員会か
ら地方公共団体の長へ移すことが可能になった（1）。こ
のとき改正された「図書館法」の条文は、第 8 条、第
13 条、第 15 条である。この他に、同法の成立と特に

関わる重要な条文として、「地方教育行政の組織及び
運営に関する法律」の第 23 条と第 33 条及び「社会教
育法」の第 8 条が挙げられる。これまでも、地方自治
法において事務委任及び補助執行制度が定められてお
り、教育委員会と首長部局が連携して社会教育施設の
事務を行うことは可能であったが、この第 9 次地方分
権一括法では、首長の責任のもとで社会教育施設の設
置および管理等の事務が実施可能とされた（E2192 参
照）。その目的は、「観光・地域振興分野やまちづく
り分野を担う首長部局で一体的に所管できるようにな
り、社会教育のさらなる振興はもとより、文化・観光
振興や地域コミュニティの持続的発展等に資する」こ
ととされている（2）。この変化は公立図書館の理念・目
的や存在意義に甚大な影響を与え、結果的に経営形態
や図書館員の専門性にも大きな変化をもたらした。

また、2017 年 5 月には、「地方公務員法及び地方自
治法の一部を改正する法律」が公布され、2020 年 4
月に会計年度任用職員制度が導入された。改正法に
よって特別職の職種が整理され、特別職非常勤職員の
職として設定されていた図書館職員は会計年度任用職
員に移行することとなった（3）（4）。

指定管理者制度導入の可否の議論は依然として続い
ている。公立図書館における同制度の導入率は他の社
会教育施設や公の施設全体と比べて低い状況にあり（5）

（6）（7）、2018 年度以降は新たな導入は鈍化している（8）。
桑原芳哉は多くの自治体が図書館への指定管理者制度
の導入を見送っている背景として、本制度の導入に対
する住民の反対運動や批判を避けたいという「消極的
直営維持」という判断があるとしている（9）。

公立図書館の経営形態やそれに関連する図書館員の
専門性に間接的に影響を与えるものとしては、「公共
施設等総合管理計画」がある。総務省は、2014 年か
ら 2022 年にかけて、三度「公共施設等総合管理計画
策定にあたっての指針」を出し、公共施設の全体的な
状況を把握し、長期的な視点をもって計画的に更新・
統廃合・長寿命化を行うことによって、財政負担の軽
減・平準化、公共施設の適切な配置を実現することが
必要だとした（10）（11）（12）。この背景には、人口減による
公共施設の利用状況や需要の変化、建物の老朽化、自
治体の財政難や自治体の合併後における施設再編の難
航等がある。本計画の影響もあり、新館建設時におけ
る複合化の割合が増加している（CA2034 参照）。

他にも新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時
交付金についても触れる必要がある。この活用事例
の中に「図書館パワーアップ事業」（13）が含まれるが、
これについては小泉公乃（2020）が詳しい（CA2003
参照）。地方創生図鑑（14）のウェブサイトでは電子図書
館の導入といった各自治体の事業を確認することがで
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きた（2023 年 3 月閉鎖）。電子出版制作・流通協議会
が 2021 年 8 月に公表した調査結果では、105 の自治
体が令和 2（2020）年度新型コロナウイルス臨時交付
金を電子図書館の導入等に活用していると推計されて
いる（15）。電子図書館事業導入の発端がコロナ禍での
新しいサービスという場合もあったが、現在は DX の
流れの中でその重要性が増し、経営形態にも影響を与
えるようになっている。

2.2 第 9 次地方分権一括法（図書館の首長部局移管）
第 9 次地方分権一括法（16）に基づいて、数多くの地

方公共団体が公立図書館の所管を教育委員会から首
長部局へ移管してきた（17）。具体的な事例としては、
2022 年 4 月から知事部局に移管され、同年 7 月に開
館した石川県立図書館（18）（E2540 参照）や、自治体の
総合計画を一体的かつ円滑に推進するために移管され
た綾瀬市図書館（神奈川県）等がある（19）。学校教育
部門の改善のために社会教育部門を教育委員会から市
長部局へ移管した兵庫県神戸市のような事例もみられ
る（20）。また、法改正を受けて、補助執行から正式に
首長部局へ移管された事例としては、神奈川県大和市
や島根県出雲市、岩手県大船渡市等が挙げられる（21）（22）

（23）（24）。
こうした事例にあるように、首長部局への移管は主

に地域活性化の文脈で公立図書館を観光や地域振興の
資源として扱おうとするものが多い。これに関連し図
書館問題研究会（図問研）は、「知る自由」を守ると
いう図書館の重要な役割が阻害されかねないことや、
観光・地域振興の名のもとで社会教育施設における
個人の学びが後退する可能性があると論じており（25）、
図書館友の会全国連絡会も改正内容に反対する要望書
を公開している（26）。日本図書館協会（JLA）の講演で、
松岡要は、同改正について自治体の財政難を背景とす
る公共施設の複合化と民間委託の流れを後押しする意
図の存在を指摘している（27）。

国際的にも図書館を街の中心に据えて文化の創造を
目指す動きがみられるが、その背景には移民等によっ
て人口流動性が高まった地域社会を文化によって再構
築しようとする文化政策がある。本制度の導入を検討
する際には、観光による地域振興という商業的な視点
に限定されていないか注意する必要がある。

2.3 会計年度任用職員制度
総務省は、2020 年に会計年度任用職員について調

査を行っている。それによると2020年4月1日時点で、
同制度によって雇用された図書館職員は 1 万 8,185 人

（うちパートタイム 1 万 6,941 人）である（28）。
山縣宏寿は、次年度の再任用が必ずしも保障される

わけではない同制度の運用の在り方を問題視し、職員
の生活の安定性に与える影響や、専門性を有する職員
の人的資本の形成と有効活用の点について検討が必要
であるとしている（29）。JLAと図問研は、本制度の運
用に対する提言をそれぞれ発表し、制度の趣旨に沿っ
た実施、雇用の安定と待遇の改善、条例や規則の改正
を含む制度の改革を各自治体に求めている（30）（31）。

2.4 指定管理者制度、PFI、PPP 等に関する議論
指定管理者制度については、2016 年以降も、短い

指定期間と職員雇用の不安定さや、指定管理者が図書
館政策の策定や決定に関われないことといった制度
上の問題を指摘する否定的な意見が多くみられる（32）

（33）（34）（35）（36）（37）。他の主要な論点として、サービス水準
の向上や経費の削減等も取り上げられている（38）（39）（40）

（41）。指定管理から直営に戻した守谷中央図書館（茨
城県）や下関市立中央図書館（山口県）の事例もある。
直営に移行した理由には、人件費の抑制やサービスの
充実が困難であるといった指定管理者による管理・運
営体制への懸念（42）（43）や、指定管理期間満了後の次期
指定管理者の公募に対して応募事業者がなかったこと
等が挙げられる（44）。田井郁久雄は、指定管理者の導
入によってサービスが向上したかについて、年間の貸
出数を指標として検証した。この調査によると指定管
理者制度を導入した図書館には、導入後の貸出数が伸
び悩んだ事例や、委託料や新しい設備の導入等で経費
がかえって増加した事例があるとしている（45）。

その他に糸賀雅児（46）は、公共図書館の経営特性と
目標に対して、それに適合した経営方法を事前に照ら
した場合、指定管理者制度は図書館に「なじまない」
ものであるとしている。それにも関わらず、多くの公
共図書館には指定管理者制度を「なじませるよう作用
する経営風土」が残っていると指摘する。また、委託
化や指定管理者制度を導入してから事後に評価だけす
るのではなく、ステークホルダーとの合意形成や市民
との協働を含んだ全体的なアプローチであるパブリッ
クガバナンスの重要性を主張している。

さらに、雇用の継続性や労働条件に問題があること
も依然として指摘されている。田中伸樹は、「確実に
再指定されるかわからない」という職員の雇用不安
や、安く請け負うための人件費削減について指摘して
いる。この問題への対処として契約条件に労働法規の
順守を求めること、選定時において労働条件を評価対
象に含め比重を高めること、公契約条例を制定するこ
と等を挙げている（47）。

その一方で、指定管理者制度が直営に劣っているわ
けではなく、その可能性にも着目して総合的に判断す
べきという意見もみられる（48）（49）（50）（51）。湯浅俊彦は、
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指定管理者制度のもと、電子書籍を活用した障害者
サービスとレファレンスサービスを導入した図書館の
事例を紹介し、指定管理者が新たな利用者サービスを
推進していると結論づけたうえで、指定管理者制度を
有効活用し、利用者主体の図書館をつくることが大切
であると述べている（52）（53）。

これらの指定管理者制度の議論を凝縮したような事
例として、武雄市図書館（佐賀県）を巡る数多くの論
考がある。同館では指定管理者制度導入前に 25.5 万
人だった来館者数が、リニューアル後は 1 年間で 92.3
万人に増加し、それまで図書館に関心のなかった利用
者層へのアピールに成功したとされる（54）が、同時に
多くの批判が寄せられてきた（55）。永利和則は、同館
ではにぎわい創出という地域活性化の新たな価値を生
むことに成功したが、市民の読書活動推進には力を発
揮できず、図書館の社会教育施設としての機能が弱体
化していると指摘する（56）（57）。武雄市図書館の指定管
理者制度の導入事例は、図書館による地域活性化とい
う新たな可能性を拓くと同時に、地域の知識の拠点と
しての図書館の役割を再考していく必要性も浮かび上
がらせている。

民間資金の活用や官民の協力によって公共施設の整
備やその運営を行う PFI（Private Finance Initiative）
と PPP（Public Private Partnership） に つ い て は、
2016 年以降も導入件数が限られていた。文献で主に
取り上げられた事例として、PFI については、岡田知
之が安城市中心市街地拠点施設アンフォーレ（愛知県）
の事例を詳しく紹介している（58）（59）。また、桑原芳哉
がリブリオ行橋（福岡県）の事例について触れている（60）。
PPP については、猪谷千香が紫波町オガールプラザ

（岩手県）を成功事例として詳しく説明している（61）。

2.5 公共施設等総合管理計画
松本直樹は、自治体の公共施設等総合管理計画にお

ける図書館と公民館の対応を調査し、図書館は長寿命
化や民間委託等によって現用の施設が維持される傾向
にあることを解明した。加えて施設の統廃合や縮減に
ついての計画策定に際して住民との合意形成を行う重
要性を強調している（62）。また、公共施設等総合管理
計画と公立図書館の施設整備についての動向レビュー

（CA2034 参照）もある。公共施設等総合管理計画は
図書館の複合化にも影響し、これが公立図書館の経営
形態と図書館員の専門性に大きな影響を与えている。

3. 公立図書館の複合化と組織・サービスの融合的な連
携
2021 年度に文部科学省が実施した社会教育調査に

よれば、公立図書館 3,394 館のうち複合館が 2,302 館

と、複合館の割合が過半数を占めていた（63）。また、
新設あるいは新築された図書館のうち複合館が占める
割合は、1980 年代後半に 50％を超え、2000 年代には
70％、2010 年代には約 80％まで増加している（64）（65）（66）。
桑原芳哉は、その背景に中心市街地の空洞化があると
分析する。幅広い層に向けた集客力があり、安定した人
数の利用が見込める公立図書館を複合施設に導入し、中
心市街地の活性化を狙う事例が目立つと述べている（67）。

公立図書館の複合化には地域経営という自治体行政
との関係や、公共施設等総合管理計画による制約等、
多様な要素が含まれている。そしてこれは、公立図書
館と異なる館種の図書館や他の公共施設、民間施設と
の複合化を通して、異なる組織間での統合や融合（ハ
イブリディゼーション、交雑）につながり、公立図
書館の経営形態や図書館員の専門性に影響を与える

（CA1878 参照）。

3.1 複合の形と複合施設の種類
主な複合化の型として常世田良は、（1）異種の図書

館同士、（2）公立図書館と生涯学習関連施設、（3）公
立図書館と行政機関、（4）公立図書館と民間施設、（5）
公立図書館と商業施設、（6）大学図書館と飲食施設、

（7）専門図書館とその他施設の 7 つを挙げている（68）。
公共施設と併設された図書館を対象とした酒井要と大
島秀明の分析によれば、併設する施設の機能として最
も多いのが「集会・交流」、次いで「ホール」、「庁舎・
行政窓口」、「生涯学習」と続く（69）。このように公立
図書館のハイブリディゼーションは多岐に及んでいる
ことがわかる。

3.2 複合型図書館のサービス方針
複合型図書館では組織形態や図書館員の専門性の変

化と連動してサービス方針も変化しつつある。篠原周
太郎らは、複合型図書館のサービス方針について、「地
域の集合知の拠点」として、中心市街地における多様
な関係主体と協力して施設融合的なサービスを取り入
れる傾向があることを明らかにした（70）。東京都小平
市仲町の「なかまちテラス」では、10 代の若者から
なる「なかまちテラスティーンズ委員会」を設立し、
公民館のネットワークを生かした運営が行われている

（71）。また大阪府吹田市の「吹田市立子育て青少年拠
点夢つながり未来館」では、子育て担当部局、青少年
担当部局と図書館が連携した運営によって託児サービ
スを展開し、保護者に読書のための余暇を提供してい
る（72）。このように複合型図書館は、他施設が持つ機
能を生かした多機能型サービスを展開している。
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3.3 公立図書館同士の複合（県立と市立図書館）
公立図書館同士の複合事例として、オーテピア高知

図書館（高知県）とミライｏｎ図書館（長崎県）が挙
げられる（CA1932、E2231 参照）。オーテピア高知図
書館は、高知県立図書館と高知市民図書館が合築した
複合施設であり、同建物内にはオーテピア高知声と点
字の図書館と高知みらい科学館がある。ミライｏｎ図
書館は、長崎県立長崎図書館と大村市立図書館が複合
した図書館である。

これらの複合型図書館が計画された背景には、県立
と市立図書館の併存に対する二重行政との批判（73）や、
地域の生涯学習や賑わい創出等の図書館に求められる
役割の多様化と専門化が挙げられる（74）。また、上岡
真土は、オーテピア高知図書館の事例では、統合の際
の課題として事前の人事交流がなく、県市の職員で業
務の相互理解が進んでいなかったことを指摘する（75）。
いずれの事例においても、理念の近い公立図書館同士
の統合であり、建物やシステムも同様に統合されてい
る。その一方で、組織は県と市で分かれており、この
ことが中長期的に図書館サービスへどのような影響を
もたらすのか注目される。

3.4 学校図書館との複合
長澤悟は、1990 年ごろから生涯学習の文脈で学校

と公立図書館の融合がみられ始めたと指摘する。現在
もこの組み合わせが数多くみられている。その理由は、
いずれの館種も主に地域の子どもたちを対象としてい
ることから、双方の連携を強化して一体的な経営が可
能だからだと考えられる。例えば、流山市立おおたか
の森小・中学校（千葉県）は、地域の交流センター、
こども図書館、学童保育所と複合している（CA1942
参照）。

3.5 大学図書館との複合
2021 年 5 月には、国内で初めて国立大学法人が指

定管理者として運営する箕面市立船場図書館（大阪府）
が開館した。駅前地区の施設整備と指定管理者である
大阪大学のキャンパス移転が伴ったこともあり注目を
集め、同館の新規登録者数は開館後 2 か月で 1,500 人
を超えた。市民に向けた大学蔵書貸出数も移転前に比
べて 4 倍に増加した。大学と複合することで、地域の
活性化と大学の地域貢献が期待されている（E2115、
E2427 参照）。

3.6 他の公共施設との複合
塩尻市市民交流センターえんぱーく（長野県）は、

公共施設（交流施設及び子育て施設）と連携した複合
型図書館のモデルケースである。伊東直登は、複合型

図書館には、（1）機能独立型、（2）建築上は独立しつ
つも業務連携を行う機能連携型、（3）空間と業務両面
での一体化を図る機能融合型の 3 つがあり、えんぱー
くは機能融合型であると分析している（76）。そのうえ
で、図書館側が子どもの賑やかな声を社会的な常識の
範囲で認めることで、複合相手の子育て支援センター
との連携が進展し、より多彩なサービスを展開するこ
とに成功したと指摘する。伊東直登らが実施した子育
て支援センター利用者を対象にした調査では、図書館
に対する好意的な意見が多く寄せられた（77）。

様々な機能が有機的に繋がるえんぱーくは、「融合
施設」を方針として掲げている。そのために、複合施
設全体の管理運営を主業務とする総務課を設置して行
政の縦割りをなくし、えんぱーくのボランティア全員
が所属する団体も設立した。こうして行政と市民の双
方の組織で機能の融合が行われている（78）（79）。

その他に、荒川区立中央図書館（東京都）と文学
館、こども広場が複合するゆいの森あらかわでも、機
能が有機的に結びついた「融合施設」が目指されてい
る。ゆいの森あらかわでは、図書館員が他の施設職員
と協力してレファレンス業務を行い、レファレンスの
事例を記録し情報共有を行うとともに、様々な立場の
職員が利用者の窓口となるような工夫をしている（80）。
また、猪谷千香は、図書館と子育て支援センター等が
複合した紫波町オガールプラザの官民連携の事例（2.4
参照）を詳しく説明し、融合的な経営が重要と指摘し
ている（81）。

3.7 複合型図書館の効果
複合型図書館には様々な効果が期待されている。酒

井要と大島秀明の調査では、複合型図書館は他の関連
施設をも含めた地域の情報拠点としての機能を持ち、
利用者数を増やす効果があると示されている（82）。え
んぱーくの子育て支援センター利用者を対象とした調
査でも、施設間の距離の近さから図書館利用が増加し
たことが示された（83）。

志波文彦らの調査では、図書館を目的に来館した利
用者がついでに同建物内のカフェや書店を利用する
ケースや、カフェ等を目的とした来館が図書館の利用
につながるケースが確認された（84）。

3.8 複合型図書館の課題
複合型図書館は、施設へのアクセスの良さと多機能

性から多くの利用者が期待される。前﨑徳生は、多く
の自治体が新しい地域社会について検討する過程で、
街の中心に置くべき施設として複合型図書館が選ばれ
る傾向にあるとする（85）。しかし、そうした自治体の
中には集客力を重視するあまり本来の図書館機能が不
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十分となったり、多くのステークホルダーの中で図書
館が設計や運営を主導できず、本来目指すべき理念や
目的が達成できなかったりする事例もあり、課題とし
て指摘されている。

例えば、神奈川県大和市の文化創造拠点シリウスは、
図書館、芸術文化ホール、生涯学習センター等が複合
しており、年間 300 万人超の来館者が訪れるが、その
一方で席数の不足やサービス維持といった課題を抱え
る。この課題を解決するために同市は、同様の複合型
図書館みんなの森ぎふメディアコスモスがある岐阜市
やえんぱーくがある塩尻市と図書館同盟を結び、連携
している（86）。

新出は、複合施設化に伴い、図書館が相対的に重視
されなくなり、結果的に図書館員と建築家のコミュニ
ケーション不全につながっていると指摘している。図
書館は住民のための施設であるという共通の認識の
下、図書館員と建築家がそれぞれの思想を理解しあう
パートナーの関係を構築する必要性を訴える（87）。

西尾恵一は、複合型図書館についての評価指標を見
直す必要性を指摘している。特に複合型図書館のサー
ビスの質に直結しない訪問者数は評価指標として適切
ではないとする（88）。また、杉岡秀紀は、複合・集約
化された公立図書館における図書館評価には、より精
緻な検討が求められると指摘している（89）。多機能で
あるからこそ評価基準の見直しが求められる。

4. DX の組織形態への影響（コロナ禍・コロナ後）
DX も組織形態と図書館員の専門性に甚大な影響を

与える。先に図書館パワーアップ事業の例を挙げた
が、経営戦略の一環としても図書館の DX は進められ
ている。大阪市立図書館は「大阪市 ICT 戦略」に沿っ
たサービス提供に取り組み（90）、県立長野図書館は「長
野県 eLibrary 計画」（信州版図書館 DX）において中
核的な役割を担っている（91）（92）（93）（94）。また文部科学省

「これからの図書館像」（95）では、図書館業務と情報の
電子化は効率的なサービス提供のうえで必要なものと
位置付けられている。

さらに、2019 年 6 月、「視覚障害者等の読書環境の
整備の推進に関する法律」（読書バリアフリー法）（96）

が施行され、電子図書館機能を拡充して非来館型サー
ビスを向上させる取り組み等が行われてきている。
電子化によって可能となった非来館型サービスは、
COVID-19 の流行を背景に、その必要性を増してい 
る（97）（98）（99）（100）。2020 年 1 月時点で 91 だった電子図書
館導入自治体数は、2023 年 4 月に 501 自治体へ増加
した（101）（102）。長野県では、全国初の試みとして全市町
村と県が協働電子図書館を運営している（103）（104）（105）（106）。

電子図書館や非来館型サービスによって時間的・空

間的な制約が取り払われつつある一方で、電子図書館
については契約に関連した専門性や複数の図書館によ
る共同構築のノウハウが問われ、また非来館型サービ
スについては、オンライン上のコミュニケーションに
対応できる組織形態を構築する必要が生じている。非
来館型サービスの課題として、自宅にインターネット
環境がない利用者へのサービス提供をどうするかとい
う指摘もある（107）（108）。

DX に関連して、デジタルアーカイブの広まりも公
立図書館に影響を及ぼしつつある。池田美千絵は、公
立図書館における地域資料とデジタルアーカイブにつ
いて歴史的に概観し、結論ではデジタル資料に詳しい
デジタルライブラリアンの養成や自治体、他の館種・
他機関との連携の重要性を指摘する（109）。また、澤谷
晃子は大阪市立図書館デジタルアーカイブのオープン
データの取り組みについて詳述している（110）。同館は
他機関との連携を強化しつつ、図書館員はオープン
データ化に関連して Code for OSAKA にも積極的に
参加している。この団体は、大阪で市民がテクノロジー
を使って行政サービスや地域の諸課題の解決に取り組
むシビックテックの活動を行っている団体である。同
様に是住久美子は、田原市図書館（愛知県）で市民協
働事業として構築してきた田原市図書館デジタルアー
カイブとそのオープンデータ化について触れながら、
国が推進する GIGA スクール構想とデジタルアーカイ
ブのコンテンツとの親和性を主張している（111）。そし
て、森いづみは、県立長野図書館の使命が「共知・共
創の広場」であり、地域において民主的で有機的な場
となることを目指しているとして、DX の文脈におけ
るコレクション、空間、専門性の構築（人材育成）に
ついて幅広く論じている（112）。

このように、DX はコロナ禍により急速に進められ
た側面もあるが、21 世紀においてデジタル化に対応
していくことは公立図書館には必須の要素であり、公
立図書館の経営形態と図書館員の専門性にも影響を及
ぼしていることがわかる。

5. まとめ
人口減少と情報技術革新に対応するために、国や自

治体は新しい政策や制度を模索している。本研究文献
レビューから、そのような環境の変化のなかで公立図
書館が理念や存在意義を問われながらも、多様な種類
の組織と融合していく様子が浮かび上がった。

第 9 次地方分権一括法による首長部局への移管は公
立図書館の理念や存在意義をも大きく変える制度であ
る。この制度の中で、公立図書館を観光資源の中核と
して位置付ける動きもみられるが、公立図書館を単に
観光資源とするのではなく、教育や多様な文化をも含
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んだ地域における文化政策の中心に位置づける必要が
あるだろう。複合型図書館はステークホルダーと融合
的に連携したサービス提供の在り方を模索している。
これは、目先の経済合理性にとらわれず、教育と文化
の視点から新しい地域社会の創造を試みるものであ
る。

また日本の複合型図書館の事例をみるために、同じ
取り組みで先行する欧米の状況も触れておきたい。欧
米における複合型図書館のなかでも公立図書館と学校
図書館の組み合わせは、不特定多数の市民が訪れるた
めに子どもの安全面から課題が指摘されるものの、地
域の子どもへのサービス提供という目的が一致するこ
とから成功事例が多い。日本において、この組み合わ
せが数多くみられるのは、理念や目的の高い類似性が
理由であると考えられる。その一方で、理念や目的が
比較的異なる公立図書館と大学図書館の複合は融合的
な連携の難易度が高く、国際的にも失敗事例が多いこ
とがわかっている。しかし、日本の大阪大学と箕面市
の事例においては、理念や目的が異なる業務を細かく
調整して運営することによってそれを乗り越えている
ようにもみえる。今後、日本の図書館員によるきめ細
やかなマネジメントによって高度に融合的なサービス
を構築していくことを期待したい。

最後に、図書館の評価についても触れておきたい。
公立図書館における政策・制度や経営形態の多様化に
伴い、その適用が各図書館にとって適切であったかど
うかを評価する必要がある（113）。本稿を通してみてき
た事例では、それらの経営形態をなじませるように努
力してきた過程はわかるが、それをどう評価するかに
ついてまでは述べられていなかった。図書館の評価は、
多様化する公立図書館の経営形態、すなわち指定管理
者の導入と所管の変更、複合化による図書館の組織形
態の多様化、そして、他施設と協力した融合的なサー
ビスや COVID-19 の流行を契機に加速的に展開した
デジタルサービスの提供が市民にどのような影響をも
たらしたかを把握するうえで、今後ますます重要とな
るだろう。
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Tetsumi Saki, Hoshi Manami, Umeki Yuto, Hyakka 
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Management Structures of Public Libraries in Japan: 
Developments Post-2016

This paper reviews research articles concerning 
the management structures of public libraries 
in Japan from mid-2016 to early 2023. We focus 
on some factors that have a significant impact 
on public libraries’ management structures and 
librarians’ expertise. This review examines multiple 
perspectives, primarily: 1） prevailing library 
policies and systems; 2） public libraries in public 
complex facilities and their cooperational services, 
organizational integration, and hybridization; and 3） 
the ramifications of digital transformation on public 
libraries’ organizational configuration, with specific 
emphasis on pre- and post-COVID-19 scenarios. 
In conclusion, we discern that Japanese public 
libraries are fostering reciprocal partnerships with 
diverse entities, adapting to novel organizational 
structures and enhancing librarian competencies 
amidst declining populations and swift technological 
advancements.


